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平成　年度中小水力開発促進指導事業適用申請書
平成　　年度中小水力・地熱発電開発費等補助金（中小水力開発促進指導事業）交付要綱の適用について、下記のとおり申込みます。
記
１．発電計画の地点名
２．目的及び内容
３．調査実施希望期日
平成　　　年　　　月から
平成　　　年　　　月まで
４．添付書類
(1)　 計画概要説明書

別紙１のとおり

(2)　 実施計画説明書

別紙２のとおり

(3)　 事業者概況書
別紙３のとおり
別紙１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（指導事業）

計画概要説明書
事業者名
発電計画の地点名
１．発電計画の概要
	項　　　　　　目
	内容及び概数

	水　系

河川名
	水系名
	○級河川○○河川支川○○川

	
	取水河川名又は施設名
	○○川支川○○川

	
	放水河川名又は施設名
	○○川支川○○川

	位　置
	取水口
	

	
	発電所
	

	
	放水口
	

	多目的ダム等利用の有無及びダム等名
	無し　有り （○○砂防ダム）

	諸

元
	集水面積（km2）
	

	
	使用水量（最大）（m3/s）
	

	
	有効落差（最大）（ｍ）
	

	
	最大出力（kW）
	

	
	発電形式
	

	
	年間可能発電電力量（kWh）
	

	備

考
	既に調査検討を行った項目
	

	
	概算工事費（百万円）
	

	
	kWh当たり建設単価（円/ kWh）
	


２．添付資料
(1)　計画地点位置図（1/200,000地勢図、1/25,000又は1/50,000地形図）
(2)　その他計画平面図等（1/5,000計画平面図、縦断面図、主要構造物設置予定地の写真等）
別紙２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（指導事業）

実施計画説明書
事業者名
発電計画の地点名
１．全体計画

	調査項目
	前々年度まで
	前年度
	当該年度
	次年度
	　年度
	　年度

	現

地

調

査
	(地形測量)

(地質調査)

(その他)


	
	
	
	
	
	

	発電計画の策定
	(概略設計)

(基本設計)

(実施設計)


	
	
	
	
	
	

	概略所要額

(百万円)
	
	
	
	
	
	

	備　　　考
	・調査費の支弁区分
	

	
	・工事着手予定年月
	


（注）１．表中の年度枠は、必要に応じて増減して下さい。
２．調査項目における(　)は、例を示したものである。
２．平成　 年度　指導事業調査項目

	分　　　類
	項　　　目
	要　　点　　説　　明

	(現地調査)

(発電計画策定)
	(測　　量)

(地質調査)

(概略設計)

(基本設計)

(実施設計)
	概算額　　　　　千円

(基準点測量)、(水準測量)、(地形測量1/200)、(路線測量)、(河川測量)、(図化1/1,000)等
概算額　　　　　千円

(地質地表踏査○○km2)

(ボーリング調査○本　　延長○○ｍ)

(弾性波探査○○km)等
概算額　　　　　千円

概算額　　　　　千円

(１．水路ルートの選定)

(２．取水口地点流量等流量資料の整備)

(３．使用水量の決定と電力量の算定)

(４．主要構造物の設計)

(５．水車、発電機器の選定)

(６．計画諸元の算出、関連の現地調査)

(７．施工計画と工事工程)

(８．工事費の積算と経済性評価)

(９．経営計画)

(10. その他高度な技術調査に関する検討)

	概 算 額（千円）
	


　　　（注）（　）は、例を示したものである。
３．計画内容の特異点等の説明

　　（記載例を下記に示す。）

　　本計画は、○○川水系○○川より最大○.○○m３/s取水し、延長約○,○○○ｍの導水路、ヘッドタンク及び延長約○○○ｍの水圧管路を経て、有効落差○○○.○○ｍにより、最大○,○○○kWの発電を行った後、○○川に還元放流する水路式（流れ込み式）発電計画である。

　　当地点の川沿いは、両岸の迫った急峻で細長い渓谷であり、小規模な段丘平坦地が点在し、川沿いの斜面には、地滑り地形が所々に認められることから、十分に地質状況を把握するとともに、周辺の自然環境との調和及び地質条件等を配慮して主要構造物の○○設計を行い、経済性に優れた発電計画の策定を行う地点である。

　　発電計画の策定に当たっては、①周辺の自然環境との調和を考慮した主要構造物の設計、②工事の施工性及び維持管理を考慮した取水位置の選定、③取水堰と沈砂池兼ヘッドタンクの一体化による構造物の小規模化及び、導水路トンネルの施工方法におけるＴＢＭ工法の検討等の新技術・新工法の導入並びに、⑤合理化設計等によるコストダウンについて検討を行う必要がある。

４．額算出の設計書、仕様書

　　別添のとおり。

５．長期計画（将来構想）との関連等

　（記載例を下記に示す。）

　　発電計画地点である○○地域は、○○県の東部に位置し、西は日本海に面し、東には、なだらかな山容が広がる自然豊かなところである。この地域特性を生かし、環境負荷の少ないクリーンエネルギーである水力発電事業を推進することで地球温暖化防止と地域振興に寄与するものと考えている。

今回、指導事業による水力発電計画における○○設計を行い、その成果に基づき、早期に工事に着手するとともに、発生した電力の全量を売電することにより地球温暖化防止と化石燃料の低減に寄与するものである。

６．既に実施した調査内容

  （記載例を下記に示す。）

　　(1) 流量観測（平成○○年度～平成○○年度）

　  (2) 概略設計（平成○○年度）

７．貸与可能な既調査資料等の内容

  （記載例を下記に示す。）

　  (1) ○○地点流量資料（平成○○年度～平成○○年度）

　  (2) 平成○○年度　○○地点概略設計報告書

　(3) その他、地質調査資料等の関連資料
別紙３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（指導事業）

事業者概況書
１．特定規模電気事業者及び卸供給事業者(電気事業法第２条第１項第８号及び第12号)（地方公共団体は除く。）の場合

・前年度又は前々年度の電気事業決算書又は会計年報等を添付する。
　　　・資金調達の予定を添付する。
２．地方公共団体等の場合

・当該年度における予算書等を添付する。

３．上記１．及び２．以外の場合
・下記の様式による事業者概況書を添付する。
事業者概況書
	事業者の

事業の沿革
	

	
	資本金額
	　　　　　　　　百万円
	従業員数
	　　　　　　　　人

	事業の概要
	事 業 所 名
	主な生産品目
	年間生産量
	年間生産金額(千円)

	
	
	
	
	

	現有施設
	事業所名
	土　　 地
	建　　物
	主　要　施　設

	
	
	
	
	

	最近３年間に補助金を受けた場合はその経歴
	補助金を受けた年度
	補助金の名称
	交 付 者
	交 付 額
	補助金の交付の対象となった事業

	
	
	
	
	
	


(注)１．事業者の事業沿革の欄には、法人の場合にあっては、設立時からの事業の沿革及び申込書提出時における資本金の額又は出費の総額並びに常時使用する従業員の数を、個人の場合にあっては、経歴及び主として行ってきた事業の沿革、申込書提出時における投資資本の額及び常時使用する従業員の数を記載すること。
２．補助金を受けた経歴の欄には、地方公共団体から受けた補助金についても記載すること
３．最近の決算期における貸借対照表及び損益計算書を添付すること。
４．申込者が法人の場合は、登記簿の謄本及び定款を、個人の場合は、住民票の抄本を添付すること。
PAGE  
- 2 -

